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■ 共通の要件 ■
雇用関係助成金については、各助成金（各コース）の要件等のほか、共通して次

の要件等が適用されます。

● 受給できる事業主
１ 雇用保険適用事業所の事業主であること

２ 支給のための審査に協力すること

（１）支給または不支給の決定のための審査に必要な書類等を整備・保管してい

ること

（２）支給または不支給の決定のための審査に必要な書類等の提出を、管轄労働

局等から求められた場合に応じること

（３）管轄労働局等の実地調査を受け入れること など

３ 申請期間内に申請を行うこと

● 受給できない事業主
次の１～９のいずれかに該当する事業主は、本パンフレットに記載された両立支

援等助成金を受給することができません。

１.平成31年４月１日以降に雇用関係助成金を申請し、不正受給による不支給決
定又は支給決定の取り消しを受けた場合、当該不支給決定日又は支給決定取消
日から５年を経過していない事業主。
※不正受給とは、偽りその他不正の行為により、本来受けることのできない助成金の支給を受けまたは受けようと

することを指します。例えば、離職理由に虚偽がある場合（実際は事業主都合であるにもかかわらず自己都合で
あるなど）も不正受給に当たります。

２.平成31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について、申請事業主の役
員等に他の事業主の役員等として不正受給に関与した役員等がいる場合。
※この場合、他の事業主が不支給決定日又は支給決定取消日から５年を経過していない場合や支給決定取消日から

５年を経過していても、不正受給に係る請求金を納付していない場合（時効が完成している場合を除く）は、申
請できません。

３.支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料
を納入していない事業主（支給申請日の翌日から起算して２か月以内に納付を
行った事業主を除く）

４.支給申請日の前日から起算して１年前の日から支給申請日の前日までの間に、
労働関係法令の違反があった事業主

５.性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業またはこれら営業の一部を受託する
営業を行う事業主
※これらの営業を行っていても、接待業務等に従事しない労働者（事務、清掃、送迎運転、調理など）の雇い入れ
に係る助成金については、受給が認められる場合があります。また、雇い入れ以外の助成金についても、例えば
旅館事業者などで、許可を得ているのみで接待営業が行われていない場合や、接待営業の規模が事業全体の一部
である場合は、受給が認められます。なお、「雇用調整助成金」については、性風俗関連営業を除き、原則受給
が認められます。
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６.事業主又は事業主の役員等が、暴力団と関わりのある場合

７.事業主又は事業主の役員等が、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破
壊活動を行った又は行う恐れのある団体に属している場合

８.支給申請日または支給決定日の時点で倒産している事業主

９.不正受給が発覚した際に都道府県労働局等が実施する事業主名及び役員名（不
正に関与した役員に限る）等の公表について、あらかじめ承諾していない事業主

■ 助成金申請に当たっての留意事項 ■

● 両立支援等助成金は、雇用保険の適用事業主に事業主（法人、個人事業主の

場合は当該個人）単位で支給します（事業所単位で支給するものではありま

せん）。

● 代理人等による申請については、正当な代理人等かを確認するため、社員証

等の身分を証明できるものを提示いただきます。

なお、社会保険労務士以外の方（弁護士等を除く）が他人の求めに応じ報酬

を得て支給申請等に係る手続きを業として行うことは、社会保険労務士法に

違反します。

● 平成31年４月１日以降の申請より、改正後の「支給要件確認申立書」をご提

出ください。「支給要件確認申立書」は申請の都度、提出する必要がありま

す。

● 原則として、提出された書類により審査を行います。書類の不備にはご注意

ください。

● 都道府県労働局に提出した支給申請書、添付資料の写しなどは、支給決定さ

れたときから５年間保存しなければなりません。

● 同一の労働者・雇入れ・取組等を対象として２つ以上の助成金が同時に申請

された場合や、同一の経費負担を軽減するために２つ以上の助成金が同時に

申請された場合には、双方の助成金の要件満たしていたとしても、一方しか

支給されないことがあります。

● 本パンフレットに記載された助成金の支給・不支給の決定、支給決定の取消

しなどは、行政不服審査法上の不服申立ての対象とはなりません。

● 平成30年10月より雇用関係助成金関係書類の郵送受付を開始しています。郵

送事故を防ぐため、簡易書留等、必ず配達記録が残る方法により送付してく

ださい。また、申請期限までに到達していることが必要です。原則として提

出された書類により審査を行いますので、書類の不備や記入漏れがないよう、

事前によくご確認ください。なお、助成金申請窓口でのご持参による受付も

引き続き行っています。 ２



● 事業主が、偽りその他不正の行為により助成金を受給した場合、故意に支給

申請書類に虚偽の申請を行いまたは実態と異なる偽りの証明を行った場合、

受給すべき額を超えて助成金を受給した場合などは、支給した助成金の全部

または一部の返還を求めます。また、他の雇用保険二事業関係助成金も含め

て、助成金の５年の支給停止となることがあり、特に重大または悪質な不正

受給の場合、事業主名などが公表されることがあります。

※不正に関与した社会保険労務士または代理人等を連帯責任者として設定し、返

還請求を行うとともに、公表を行います。また、当該社会保険労務士または代理

人等が行う雇用関係助成金の申請について事業主の支給停止と同じく５年間、受

理しません。

● この助成金の内容は、予告なく変更する可能性があります。最新の内容は下

記の厚生労働省ホームページでご確認ください。

このパンフレットに記載しているものの他にも詳細な要件などがありますの
で、申請前に支給申請先の都道府県労働局雇用環境・均等部（室）にご相談
ください。

支給申請書は、厚生労働省のホームページからダウンロードしてください。
トップページ> 分野別の政策 >雇用・労働 > 雇用均等 > 事業主の方へ

> 事業主の方への給付金のご案内 > 両立支援等助成金
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中小企業事業主の範囲

資本金の額または出資の総額 常時雇用する労働者の数

小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下

ま
た
は

50人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

卸売業 １億円以下 100人以下

その他の業種 ３億円以下 300人以下

このパンフレットに掲載されている助成金の「中小企業事業主」の範囲は、以下のとおりです。

常時雇用する労働者とは：

２か月を超えて使用される者であり、かつ週当たりの所定労働時間が当該事業主に雇用される
通常の労働者と概ね同等である者をいいます。
このうち、「２か月を超えて使用される者」とは、実態として２か月を超えて使用されている

者のほか、それ以外の者であっても雇用期間の定めのない者及び２か月を超える雇用期間の定め
のある者を含みます。
また、「週当たりの所定労働時間が当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等である

者」とは、現に当該事業主に雇用される通常の労働者の週当たりの所定労働時間が40時間である
場合は、概ね40時間である者をいいます。ただし、労働基準法（昭和22年法律第49号）の特例と
して、所定労働時間が未だ40時間を上回っている場合は、「概ね同等」とは、概ね当該所定労働
時間を指します。

※ただし、資本金等のない事業主については、常時雇用する労働者の数により判定します。
※医療法人などで資本金・出資金を有している事業主についても、上記の表の「資本金の額・出資の総
額」または「常時雇用する労働者の数」により判定します。

業
種

該当分類項目
業
種

該当分類項目

卸
売
業

大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち
中分類５０（各種商品卸売業）
中分類５１（繊維・衣服等卸売業）
中分類５２（飲食料品卸売業）
中分類５３（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）
中分類５４（機械器具卸売業）
中分類５５（その他の卸売業）

サ
ー
ビ
ス
業

大分類Ｇ（情報通信業）のうち
中分類３８（放送業）
中分類３９（情報サービス業）
小分類４１１（映像情報制作・配給業）
小分類４１２（音声情報制作業）
小分類４１５（広告制作業）
小分類４１６（映像・音声・文字情報制作に付帯する

サービス業）
大分類Ｋ（不動産業、物品賃貸業）のうち
小分類６９３（駐車場業）
中分類７０（物品賃貸業）
大分類Ｌ（学術研究、専門・技術サービス業）
大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち
中分類７５（宿泊業）
大分類Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）
ただし、小分類７９１（旅行業）は除く
大分類Ｏ（教育、学習支援業）（中分類８１，８２）
大分類Ｐ（医療、福祉）（中分類８３～８５）
大分類Ｑ（複合サービス事業）（中分類８６，８７）
大分類Ｒ（サービス業<他に分類されないもの>）

（中分類８８～９６）

小
売
業

大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち
中分類５６（各種商品小売業）
中分類５７（織物・衣服・身の回り品小売業）
中分類５８（飲食料品小売業）
中分類５９（機械器具小売業）
中分類６０（その他の小売業）
中分類６１（無店舗小売業）
大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち
中分類７６（飲食店）
中分類７７（持ち帰り・配達飲食サービス業）

そ
の
他

製
造
業

上記以外のすべて

【日本標準産業分類（平成２５年１０ 月３０日付け総務省告示第４０５号）による業種区分表】
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※付加価値とは、企業の場合、営業利益＋人件費＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課、の

式で算定されますが、企業会計基準を用いることができない事業所については、下記URLの厚生労

働省のホームページを参照いただくか、管轄の都道府県労働局にお問い合わせください。

※なお、生産性の算定要素である「人件費」について、「従業員給与」のみを算定することとし、役

員報酬等は含めないこととしています。

※生産性を算定するための「生産性要件算定シート」を厚生労働省のホームページに掲載しています。

（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137393.html）

ここからシートをダウンロードし、該当する勘定科目の額を損益計算書や総勘定元帳の各項目から

転記することにより生産性を算定できます。

企業における生産性向上の取組を支援するため、雇用関係助成金を受給する

事業主が次の１および２を満たしている場合に、助成金の割増等を行います。

１ 助成金の支給申請を行う直近の会計年度における「生産性」が、

・その３年前に比べて６％以上伸びていること または、

・その3年前に比べて１％以上（６％未満）伸びていること（※）

※３年度前の初日に雇用保険適用事業主であることが必要です。また、会計期間の変更などによ

り、会計年度が１年未満の期間がある場合は、当該期間を除いて３年度前に遡って算定を行い

ます。

※この場合、金融機関からの一定の「事業性評価」を得ていること

「事業性評価」とは、都道府県労働局が、助成金を申請する事業主の承諾を得た上で、事業の見

立て（市場での成長性、競争優位性、事業特性及び経営資源・強み等）を与信取引等のある金融

機関に照会させていただき、その回答を参考にして、割増支給等の判断を行うものです。

なお、「与信取引」とは、金融機関から借り入れを受けている場合の他に、借入残高がなくとも、

借入限度額（借入の際の設定上限金額）が設定されている場合等も該当します。

「生産性」は次の計算式によって計算します。

■ 生産性要件について ■

付加価値（※）

雇用保険被保険者数
生産性＝

２ １の算定対象となった期間（支給申請を行った年度の直近年度及び当該会計年

度から３年度前の期間）について、雇用する雇用保険被保険者（短期雇用特例被

保険者および日雇労働被保険者を除く）を事業主都合によって解雇等（退職勧奨

を含む）していないこと。

５
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■ 助成金の活用例 ■

従業員の仕事と家庭の両立支援の取組を行うために、両立支援等助成金の活用例

や申請した事業主の声を紹介しますので参考にしてください。

」

出生時両立支援コース

育児休業等支援コース

・男性も育児休業が取得できることを全社員が認識できた。

・男性社員に対して育児休業制度の周知を行ったことにより、育児休業取得

者に対する理解が深まり、皆で協力するという意識が高まった。

介護離職防止支援コース

・社内研修の実施により、「介護休業などの制度があることを知り、安心し

た。」という声もあり、従業員の介護に対する安心感が増した。

・助成金の申請をきっかけに、改めて自社の介護休業規定などを見直すこと

ができた。

・従業員の介護に関する状況、意識が分かり、お互いに話し合う環境ができ

てよかった。

・育児休業の取得前、復帰後に面談を行うことで、従業員の希望、育児の状

況をきちんと把握することができ、今後の業務見通しが立ちやすくなった。

・若いスタッフが多いため、助成金により取り組んだ育休の取得・復帰ま

での段取りは今後も活用できそうであり、育児休業が取得しやすい環境が

整備されたと思う。

再雇用者評価処遇コース

・これまでは、育児等を理由とした退職者に対して、属人的に再雇用の希

望を確認していたが、再雇用制度の導入により優秀な者の効率的な採用が

が期待できる。

・再雇用者の能力に見合った賃金、処遇などについて、制度化することに

よって明確になり、優秀な退職者の確保が期待できる。

６
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電話番号 ＦＡＸ番号 郵便番号 所在地

北海道 011-788-7874 011-709-8786 060-8566 札幌市北区北８条西２丁目１番１ 札幌第一合同庁舎９階

青森 017-734-6651 017-734-6300 030-8558 青森市新町２丁目４－２５ 青森合同庁舎８階

岩手 019-604-3010 019-652-7782 020-8522 盛岡市盛岡駅西通１－９－15 盛岡第２合同庁舎５階

宮城
022-299-8834
022-299-8844

022-299-8845 983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１番地 仙台第４合同庁舎８階

秋田 018-862-6684 018-862-4300 010-0951 秋田市山王７丁目１番３号 秋田合同庁舎４階

山形 023-624-8228 023-624-8246 990-8567 山形市香澄町３－２－１ 山交ビル３階

福島 024-536-2777 024-536-4658 960-8021 福島市霞町１－46 ５階

茨城 029-277-8294 029-224-6265 310-8511 水戸市宮町１丁目８番31号 茨城労働総合庁舎６階

栃木 028-633-2795 028-637-5998 320-0845 宇都宮市明保野町１－４ 宇都宮第２地方合同庁舎３階

群馬 027-896-4739 027-896-2227 371-8567 前橋市大手町２－３－１ 前橋地方合同庁舎８階

埼玉 048-600-6210 048-600-6230 330-6016 さいたま市中央区新都心11－２ ランド・アクシス・タワー16階

千葉 043-306-1860 043-224-7675 260-8612 千葉市中央区中央４－11－1 千葉第２地方合同庁舎

東京 03-6893-1100 03-3512-1555 102-8305 千代田区九段南１－２－１ 九段第３合同庁舎14階

神奈川 045-211-7357 045-212-4312 231-8434 横浜市中区北仲通５－57 横浜第２合同庁舎13階

新潟 025-288-3527 025-288-3518 950-8625 新潟市中央区美咲町１－２－１ 新潟美咲合同庁舎２号館４階

富山 076-432-2740 076-432-3959 930-8509 富山市神通本町１－５－５ 富山労働総合庁舎４階

石川 076-265-4429 076-221-3087 920-0024 金沢市西念３丁目４番１号 金沢駅西合同庁舎６階

福井 0776-22-0221 0776-22-4920 910-8559 福井市春山１丁目１－54 福井春山合同庁舎９階

山梨 055-225-2851 055-225-2787 400-8577 甲府市丸の内１丁目１－11 ４階

長野 026-223-0560 026-227-0126 380-8572 長野市中御所１－22－１ 長野労働総合庁舎４階

岐阜 058-245-1550 058-245-7055 500-8723 岐阜市金竜町５丁目13番地 岐阜合同庁舎４階

静岡 054-252-5310 054-252-8216 420-8639 静岡市葵区追手町９－50 静岡地方合同庁舎５階

愛知 052-857-0313 052-857-0401 460-0003 名古屋市中区錦２－１４－２５ ヤマイチビル11階

三重 059-261-2978 059-228-2785 514-8524 津市島崎町327番２ 津第２地方合同庁舎２階

滋賀 077-523-1190 077-527-3277 520-0806 大津市打出浜14番15号滋賀労働総合庁舎４階

京都 075-241-3212 075-241-3222 604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１ １階

大阪 06-6941-4630 06-6946-6465 540-8527 大阪市中央区大手前４－１－67 大阪合同庁舎第２号館８階

兵庫 078-367-0700 078-367-9050 650-0044 神戸市中央区東川崎町１－１－３ 神戸クリスタルタワー15階

奈良 0742-32-0210 0742-32-0214 630-8570 奈良市法蓮町387番地 奈良第三地方合同庁舎２階

和歌山 073-488-1170 073-475-0114 640-8581 和歌山市黒田二丁目３－３ 和歌山労働総合庁舎４階

鳥取 0857-29-1701 0857-29-4142 680-8522 鳥取市富安２丁目89－９ ２階

島根 0852-20-7007 0852-31-1505 690-0841 松江市向島町134－10 松江地方合同庁舎５階

岡山 086-224-7639 086-224-7693 700-8611 岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎３階

広島 082-221-9247 082-221-2356 730-8538 広島市中区上八丁堀６番30号 広島合同庁舎第２号館５階

山口 083-995-0390 083-995-0389 753-8510 山口市中河原町６－16 山口地方合同庁舎２号館５階

徳島 088-652-2718 088-652-2751 770-0851 徳島市徳島町城内６番地６ 徳島地方合同庁舎４階

香川 087-811-8924 087-811-8935 760-0019 高松市サンポート３番33号 高松サンポート合同庁舎北館２階

愛媛 089-935-5222 089-935-5210 790-8538 松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎６階

高知 088-885-6041 088-885-6042 781-9548 高知市南金田１番39号 ４階

福岡 092-411-4763 092-411-4895 812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目11番１号 福岡合同庁舎新館４階

佐賀 0952-32-7218 0952-32-7224 840-0801 佐賀市駅前中央３丁目３番２０号 佐賀第２合同庁舎７階

長崎 095-801-0050 095-801-0051 850-0033 長崎市万才町７－１ 住友生命長崎ビル３階

熊本 096-352-3865 096-352-3876 860-8514 熊本市西区春日２－10－１ 熊本地方合同庁舎Ａ棟９階

大分 097-532-4025 097-573-8666 870-0037 大分市東春日町17番20号 大分第２ソフィアプラザビル３階

宮崎 0985-38-8821 0985-38-5028 880-0805 宮崎市橘通東３丁目１番22号 宮崎合同庁舎４階

鹿児島 099-222-8446 099-222-8459 892-8535 鹿児島市山下町13番21号 鹿児島合同庁舎２階

沖縄 098-868-4403 098-869-7914 900-0006 那覇市おもろまち２－１－１ 那覇第２地方合同庁舎１号館３階


